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本部
東京都品川区

松戸試験所
千葉県松戸市

TELECは、無線機器、端末機器、高周波利用設備等の証明、試験、測定器等の較正等

を行うことにより、公平かつ安心・安全な電波・電気通信の利用の発展に寄与し、もっ

て公共の福祉の増進に資することを目的としている。

1 TELECの概要

➢名称 一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター（注）

➢設立 昭和53年 (1978年)6月20日

➢事業所 東京、松戸、横須賀、長野、名古屋、大阪

➢役職員 約80名

➢事業内容

①電波法に基づく特定無線設備の技術基準適合証明及び工事

設計認証

②電気通信事業法に基づく端末機器の技術基準適合認定及び

設計認証

③電波法に基づく測定器等の較正

④無線機器等の性能証明(微弱無線等)

⑤無線機器等の試験(外国向け無線機器等の試験を含む)

⑥試験用施設・設備の公開利用及び技術支援

⑦調査、研究及び開発

注：設立時は（財）無線設備検査検定協会（MKK)、平成10年（1998年）に（財）テレコム
エンジニアリングセンターに名称変更、平成24年(2012年)に一般財団法人へ移行 3



電波を利用するためには、無線設備などを備えた無線局を開設することが必要となり、無線局を開設す
るためには、原則総務大臣の免許を受けることが必要。
技術基準適合証明等を取得した無線設備の免許申請手続については、免許手続きの簡略化や包括免許制
度といった迅速かつ効率的な処理が行えるようになっている。
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（携帯電話基地局等）
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技術基準適合証明等を
取得した無線設備の効果

2 無線局の免許手続きと基準認証制度
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市場への供給販売

【技術基準適合証明】
～一台毎に登録証明機関が証明～

総務大臣

工事設計,試験等
↓

判 定

工事設計合致義務

検査・記録保存義務

表示

法的効果の発生

簡易な免許手続(法第15条)
免許不要(法第4条) 包括免許(法第27条の2)

表示

工事設計合致義務

報告

登録証明機関

自己確認の届出

検査・記録保存義務

表示

製造業者・輸入業者

検 証

工事設計,確認の方法,試験等
↓

判 定 記録・保存

工事設計,確認の方法,試験

証明 認証

認証を受けた確認の方法

届出をした確認の方法
（品質管理の方法）

公示

氏名等の
変更の届出

選択可能

審査

市場への供給販売

【工事設計認証】
～工事設計を登録証明機関が認証～

市場への供給販売

【技術基準適合自己確認】
～供給者が技術基準適合を自ら確認～

登録(法第27条の21)
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3 技術基準適合証明等の制度



（無線設備を提出する場合）
TELECで試験実施

試験
結果
提出

15営業日で認証
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4 工事設計認証の申込から認証書発給までの流れ

※１ 書類が不完全で工事設計との合致が確認できな
い場合は追加の書類の提出を求める場合がある。

※２ 証明規則第17条第4項但書（追加報告）に該当
する場合は、認証に係る特性試験の結果・測定器等
（特性試験の結果を占める写真又は図を含む。）、
部品の配置を示す写真又は図、外観を示す写真
又は図なども公示の対象。



(1)工事設計の審査

(2)対比照合審査

(3)特性試験

(4)確認の方法の審査 (品質管理方法の審査)

無線LAN

(SDカード内臓)
携帯電話の基地局 携帯電話端末

審査の方法は、特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則の別表第3号（第1号も準用）で規定

特定無線設備の一例
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5 工事設計認証の審査について（証明規則）



6 工事設計認証業務の実際（携帯無線通信関係）

特定無線設備の種別（証明規則第２条第１項）<携帯無線通信関係の主要な種別 >

※ 設備規則第１章第６節の周波数等を維持する機能を規定する種別

携帯無線通信陸上移動局等

スマホの場合は、上記の多くの種別
が同一筐体に組み込まれた複合設備
となる。

基地局には、筐体に複数の種別が組み込まれる
複合設備がある。11号の20、11号の33など。

携帯無線通信基地局等
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①工事設計認証の申込種別と審査（証明規則）



(1)申込書

(3)工事設計書

②工事設計認証の申込書類（特性試験結果を提出する場合）

申込区分として
①新たな認証を希望する「新規申込」
②工事設計の軽微な変更の「簡易申込」 がある。
（※既に認証を受けている工事設計認証番号と同一の番号を希望
することができる。同一認証番号ガイドラインの要件有）

(2)申込別紙資料（略）
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(1)申込書

別紙



(4)-1無線設備系統図

(4)-2無線設備系統図(3) 3 別紙 空中線資料

(4)- 3 周波数等を維持する機能構造図

外部参照信号同期機能

+100%~-50%
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添付図面等

自動利得補正
（閉ループ処理）

外観図・電気的特性図



(5)-1確認方法書

(5)-2確認方法書

ISO9001有
新認証番号

ISO9001有
同一認証番号

↕どちらか

JQA様のHPより

ISO 9001等を保有していない場合は、以下の
事項が確認できる資料が必要
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工事設計合致義務の履行のための組織並びに
管理者の責任及び権限

工事設計合致義務の履行のための管理方法

特定無線設備の検査手順

測定器その他の設備の管理

その他工事設計合致義務履行に必要な事項



(6)特性試験結果資料

試験結果を取得した者を明記

試験結果の責任の所在

実施試験法
T146など
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(7)特性試験の結果・測定器等

実施年月日、実施場所

実施時の
温湿度等

常圧、同+10%、同-10%
周波数（上、中、下）

100MX7W 3.7xxGHz

10M0X7W 21xx.xxMHz

5M00X7W 800.xxMHz

各周波数帯毎
の試験結果

・総務省が定める特性試験方法等によって試験を実施
・技術基準の適合性を審査

測定器
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電波法第24条の2第4項第2号
測定器の較正の種類・機関、較正年月日



(8)部品の配置を示す写真又は図面

無線設備の部品配置
（全ての部品の配置を示すもの。半導体部品の型名と対比表）

寸法を記載（単位含む）

(9)外観を示す写真又は図
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国の試験法 : https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/equ/tech/test/index.htm

7 特定無線設備の試験方法の開発

H16年以前は、TELECが指定証明機関として、全ての特定無線設備の試験方法を開発し運用

H16年に国の指定証明機関から登録証明機関へ移行したことにより、現在は国が試験方法を告示
(平成16年総務省告示第88号)で規定(注)
注：試験方法が告示に定められていない場合は、告示の規定に基づき、TELECでは自ら開発した
試験方法を臨時に定める試験方法として総務大臣に届け出し、公表して運用

変遷等
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https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/equ/tech/test/index.htm


ご静聴ありがとうございました。
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